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第１章 はじめに

第１節 計画策定の趣旨

本町では、これまで平成 24 年７月に発生した熊本広域大水害（九州北部豪

雨）や平成 28 年熊本地震をはじめとする多くの自然災害が発生している。

 こうした中、本町は第６期菊陽町総合計画前期基本計画（令和３年度から令和

７年度）や菊陽町復興まちづくり計画（平成 29 年 12 月）、菊陽町地域防災計画

（令和３年６月）等に基づき、防災・減災対策を実施してきた。

 一方、国においては、平成 25 年 12 月 11 日に、「強くしなやかな国民生活の実

現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成 25 年法律第 95
号。以下「基本法」という。）」が公布・施行され、「大規模自然災害等に強い国

土及び地域を作るとともに、自らの生命及び生活を守ることができるよう地域住

民の力を向上させる」ため、「国土強靱化基本計画（平成 26 年６月３日閣議決

定）」が策定された。

また、基本計画策定後に発生した熊本地震などの災害から得られた教訓や社会

経済情勢の変化等を踏まえ、平成 30 年（2018 年）12 月に、基本計画の見直しが

行われた。さらに、令和２年（2020 年）12 月には、激甚化・頻発化する気象災

害やインフラの老朽化等に適切に対応するため、「防災・減災、国土強靱化のた

めの５か年加速化対策」を閣議決定するなど、国土強靱化の取組みの加速化・深

化を図っている。

国土強靭化基本計画は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、本計画以外の国土強靱化に関する国の計画等の指針となるべきものと

して位置付けられ、国では基本計画に沿った取組を推進している。

本町においても、こうした国の動向を踏まえ、令和２年３月に「菊陽町国土強

靭化地域計画」を策定した。

今回、第６期菊陽町総合計画前期基本計画が策定されたことを踏まえ、本計画

を見直し、本町における国土強靭化の取組をさらに推進していくこととする。
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第２節 計画の位置付け

 本計画は、国土強靭化基本法第 13 条の規定に基づき、本町における国土の強靭

化の指針として「菊陽町国土強靭化地域計画」（以下「地域計画」という。）を策

定するものである。

地域計画の策定に当たっては、本町の地理的特性、災害リスク及び本町で過去

に発生した災害の教訓などを踏まえて策定するものとする。

 地域計画は、国の国土強靭化基本計画（以下「基本計画」という。）や熊本県国

土強靭化地域計画との調和を確保する。また、第６期菊陽町総合計画前期基本計

画と整合を図りつつ、菊陽町地域防災計画及び菊陽町復興まちづくり計画等を各

分野別の計画の地域強靭化に係る指針として位置付ける。
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第２章 基本的考え方

第１節 基本目標

国土強靭化基本法第 14 条において、地域計画は、国土強靭化基本計画との調和

が保たれたものではなければならないとされているため、基本計画や基礎自治体

として役割などを踏まえ、以下のとおり基本目標を定める。

１ 町民の生命を守ること

２ 町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること

３ 町民の財産及び公共施設に係る被害を最小化すること

４ 被災された方々の痛みを最小化すること

５ 被災した場合も迅速な復旧復興を可能にすること

第２節 強靭化を推進する上での基本的な方針

国土強靱化の理念を踏まえ、大規模自然災害に備えて、事前防災、減災及び迅

速な復旧復興に資する強靱な地域づくりについて、東日本大震災や熊本地震など

過去の災害から得られた経験を教訓としつつ、以下の方針に基づき推進する。

１ 強靭化に向けた取組姿勢

本町の強靭性を損なう要因についてあらゆる側面から検討を加え、取

組みにあたること。

短期的な視点のみならず、長期的な視野を持って計画的な取組にあた

ること。

災害に強いまちづくりを進めることにより、地域の活力を高め、地域

経済の持続的な成長につなげるとともに、町内各地域の特性を踏まえつ

つ、地域間の連携を強化する視点を持つこと。

大規模災害に備え、県及び県内市町村の連携だけでなく、国、他都道

府県及び民間との連携を強化し、広域的な応援・受援体制を整備するこ

と。

２ 効率的かつ効果的な施策の推進

災害リスクや地域の状況等に応じて、防災施設の整備、施設の耐震化、

代替施設の確保等のハード対策と訓練・防災教育等のソフト対策を適切

に組み合わせて効果的に施策を推進するとともに、このための体制を早

急に整備すること。

「自助」､「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、官（国、県、市
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町村）と民（住民、民間事業者等）が適切に連携及び役割分担して取り

組むこと。

非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に

活用される対策となるよう工夫すること。

人口の減少や社会資本の老朽化等を踏まえるとともに、財政資金の効

率的な使用による施策の持続的な実施に配慮して、施策の重点化を図る

こと。

国の施策の適切かつ積極的な活用、既存の社会資本の有効活用、民間

資金の積極的な活用を図ること等により、効率的かつ効果的に施策を推

進すること。

施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資すること。

人命を保護する観点から、関係者の合意形成を図りつつ、土地の合理

的利用を促進すること。

３ 地域の特性に応じた施策の推進

地域の強靭化の推進には、地域の共助による取組みも重要であること

から、人のつながりやコミュニティ機能の維持に努めること。

高齢者、障がい者、外国人、女性、子供等の状況に配慮して施策を講

じること。

自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮すること。
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第３章 本町の地域特性

第１節 本町の概況（地理的条件、人口など）

１ 地理的条件

本町は、熊本県庁や熊本市中心部の北東部約 15km に位置し、雄大な阿蘇に源

を発した白川中流域の平坦地にあり、地理・風土など全般的に恵まれた土地条件

を備えた町である。町域は、東西 11.8km、南北 9.4km で、総面積は 37.46㎢であり、

地形的には、町の中央部を東西に貫流する一級河川・白川を中心とした堆積地性

低地からなり、その周辺には水田が広がっている。これと平行して南部と北部に

標高 40～100ｍの緩やかなローム層畑作台地が、さらに最南部と最北部には標高

100～200ｍのやや高いローム層森林台地（北部の合志台地、南部の白水台地）が広

がっている。町域の約 80％は穏やかな丘陵地で占められ、様々な樹種が分布して

おり、丘陵地のうち、ほ場整備が完了した農地が５割以上を占め、山林と宅地が

１割強を占めている。

 本町の都市計画区域は、行政区域全体の 3,746ha であり、市街化区域は 589ha で、

都市計画区域の約 15.7％を占めている。用途地域は、住居系が 461.5ha（市街化区

域全体の 78.4％）、商業系が 10.0ha（1.7％）、工業系が 117.7ha（20.0％）となってお

り、住居系の占める割合がとても高くなっている。

図 1 菊陽町の地勢

出典：菊陽町都市計画マスタープラン、令和３年度
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２ 歴史的条件

本町の前身「菊陽村」は、昭和 30 年に菊池郡津田村、原水村、及び上益城郡白

水村の 3 村が合併して誕生し、昭和 44 年に町制を施行した。以後、昭和 46 年に

熊本都市計画区域に含まれたことや新熊本空港の開港、九州縦貫自動車道の開通

などを契機に都市化が始まった。特に県下一のマンモス団地「武蔵ヶ丘団地」な

どの建設により熊本市近郊の住宅地へと変貌し、また、菊陽バイパス（現国道 57
号）や国体関連道路等の開通、さらに、菊陽バイパスの沿道等における土地区画

整理事業（第一・第二土地区画整理事業、武蔵ヶ丘東ニュータウン土地区画整理

事業）による新たな住宅地や商業地等が形成され、県内で最も勢いのある町の一

つとなっている。

３ 人口

本町の人口は、1954（昭和 29）年から 1973（昭和 48）年の高度経済成長期に緩

やかな人口減少がみられたが、1970 年代と 2000 年代の大規模な住宅開発に伴い人

口が急増している。1975 年及び 2000 年からの 10 年間ではそれぞれ 9,000 人を超え

る増加がみられる。平成 27 年 4 月 6 日には人口 40,000 人（住民基本台帳）に到

達した。

年齢 3 区分別の人口の推移をみると、総人口に比例して生産年齢人口、年少人

口、老年人口、共に増加傾向にある。現在までは、老年人口よりも年少人口が上

回り続けているが、その差は年々と縮まってきており、将来の高齢化の兆候がう

かがえる。

社人研による 2015（平成 27）年以降の推計では、今後も総人口は増加を続け、

2040（令和 22）年には 43,258 人になると見込まれている。また、2015（平成 27）
年以降は生産年齢人口が減少傾向に転じることに反し、老年人口は増加を続け、

2040（令和 22）年には総人口の 3 割を占めると推計されている。

図 2 年齢３区分別人口の推移

出典：菊陽町人口ビジョン 2015-2040、平成 27年度
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４ 産業

豊かな阿蘇の伏流水（地下水）や白川の恵みを受けた農業は、米、麦、野菜、

花き、畜産などが盛んで、特に人参は国の産地指定を受け、「菊陽人参」ブランド

で全国に出荷され、人参を使った焼酎も特産品として開発された。また、大規模

な公園や温泉・農産物直売所などを備えた施設を整備し、都市部と農村部の交流

を図りながら、農業の活性化にも努めている。

工業では、熊本空港、鉄道、高速道路等の交通アクセスの良さや豊富な地下水

が評価され、熊本テクノポリス計画の中心地として各種の企業が進出し、近年で

は、「ソニー」や「富士フイルム」といった世界的な大企業の工場が立地し、セミ

コンテクノパークを中心に工業地域を形成している。また、2021（令和 3）年 11
月には、台湾 TSMC が第二原水工業団地に工場を建設することが発表された。

５ 公共施設

本町の公共施設は、全国的な傾向と同様、老朽化した施設が増えてきている。

これらを維持管理していくためにかかる毎年の経費や、老朽化に伴い必要となる

建替えや改修の経費は、今後の町の財政にとって、大きな負担となることが予想

される。また、少子高齢化の進行といった社会環境の変化も視野に入れつつ、公

共施設の適正配置と有効活用について、検討を進めることが求められている。

 主な公共施設は、表 1 のとおりである。



8

表 1 公共施設一覧
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出典：令和３年 菊陽町の概要
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第２節 自然環境

１ 地形

本町の全域は、阿蘇外輪山の裾野で、大阿蘇火山の一部であるとともに、阿蘇

外輪山西麓の肥後台地の一部でもある。

また、町のほぼ中央を一級河川白川が東西に貫流しており、両側に、白川によ

って浸食または堆積して形成された、標高 60m 内外の氾濫原が白川に平行して広

がっている。

本町の北部と南部には標高 200m 前後の台地（北部に合志台地、南部に白水台

地）があり、氾濫原との間は緩やかに傾斜し、台地と氾濫原との境界には斜面が

形成されている。

２ 河川

本町には、中心部を東西方向に流れる一級河川・白川と、それとほぼ平行して

町北部をながれる二級河川・堀川がある。

白川、堀川とも本町域での氾濫がみられており、今後も流域の開発により更に

水量が増加することが予想され、改修が進められている。

３ 樹林地

 樹林地は、町北部の合志台地と南部の白水台地上に、ある程度まとまって広が

っている。斜面緑地は、土砂崩れの防止、雨水の保水機能、地下水のかん養、自

然景観の形成といった機能を有しており、町域の台地や氾濫原の境の細長い斜面

に、分布して広がっている。

また、県道熊本菊陽線沿いには、豊後街道菊陽杉並木があり、本町の代表的な

景観を形成している。

４ 気候

本町の気候は、「多日照・多雨・高温」の熊本県の中でも、穏やかな気候である。

熊本地方における令和３年の年間平均気温は 17.9℃（最高気温 36.5℃、最低気

温-4.8℃）で、年間降水量は 2,347.5mm となっており、そのうち 42.7%にあたる

1002.5mm が、８月に降っている。

（気象庁 HP：過去の気象データ検索より）
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第３節 本町における災害リスク

梅雨の大雨による水害

 熊本県は、九州中部の西側に位置し、三方を山地に囲まれ、西側だけが海に面

して開けているため、東シナ海から暖かく湿った空気が流入しやすく、流入した

その空気は九州山地等の斜面に当たり上昇気流を発生させ、その地域に大雨をも

たらす。平成 24 年７月に発生した熊本広域大水害（九州北部豪雨）では、このシ

ステムで阿蘇外輪山周辺に次から次に積乱雲を発生させる、いわゆるバック・ビ

ルディング現象により 24 時間で 500 ㎜を超える大雨（阿蘇乙姫）を引き起こし

た。本町を流れる白川・堀川の上流域もこのような地形により大雨が降りやすい

場所となっており、過去に多くの水害をもたらしている。

また、近年は、都市構造や宅地開発に伴う環境の変化により、水害も多様化し

ている状況である。

台風による災害

 本町は九州山地の連峰が大きな壁をなしているため、７月から９月にかけて台

風が九州の東側を進む場合は比較的軽微であるが、台風が天草に上陸するか、九

州西岸に接近して北上する場合は、大きな被害をもたらす。一方台風が九州の東

側を進む場合は、風による災害に比べて大雨による被害が発生しやすい。

地震災害

平成 28 年熊本地震では、平成 28 年４月 14 日に日奈

久断層帯（高野－白旗区間）の活動に伴う前震と、同月

16 日に布田川断層帯（布田川区間）の活動に伴う本震

が発生。震度５強と震度６弱という強い地震がわずか

28 時間以内に２度発生した。

本県には布田川断層帯、日奈久断層帯、人吉盆地南縁

断層、緑川断層帯等が存在しており、地震調査研究推進

本部地震調査委員会によると県内の主要活断層帯にお

ける地震発生確率は表 3 のとおりであり、日奈久断層

帯（八代区間）及び日奈久断層帯（日奈久区間）がＳ＊

ランク、人吉盆地南縁断層がＡ＊ランクと評価されて

いる。

また、県で実施した「熊本県地震・津波被害想定調査」によると、本町では、南海

トラフ地震の発生により震度５強の地震の発生が想定されている。

熊本地震の推計震度分布
出典：気象庁ウェブサイト 平成 28 年
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表 2 菊陽町における主な災害

表 3 県内の主要活断層帯における地震発生確率

出典：菊陽町地域防災計画、令和３年

出典：菊陽町地域防災計画、令和３年
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阿蘇火山噴火

阿蘇山の中岳は有史以降も噴火を繰り返し、火山砕屑物を噴出している。中岳火口

は、数個の火口が南北に連なる長径 1,100m の複合火口で、近年は北端の第１火口が

活動している。第１火口は非活動期には「湯だまり」と呼ばれる火口湖が形成され、

活動期には湯だまりが消失して黒色砂状の火山灰を噴出するとともに、赤熱噴石等の

放出を伴う噴火も発生し、時には、激しい水蒸気噴火やマグマ水蒸気噴火を起こすこ

ともある。

なお、阿蘇火山の噴火についての予知は困難であるが、過去に、火山灰で農作物等

に多大な被害をもたらしている。
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第４章 脆弱性評価

第１節 評価の枠組み及び手順

１ 想定する自然災害（リスク）

本計画においては、第３章で示した本町の地域特性及び過去に発生した災害

を踏まえ、本町に甚大な被害をもたらすおそれがある大規模自然災害を対象と

する。

２ 起きてはならない最悪の事態の設定

国の基本計画においては、８つの「事前に備えるべき目標」と、その妨げと

なるものとして 45 の「起きてはならない最悪の事態」が設定されているが、本

町の地域特性を考慮して、８つの「事前に備えるべき目標」と、42 の「起きて

はならない最悪の事態」を設定した。

表 4 起きてはならない最悪の事態 

事前に備えるべき目標 
起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 

1

大規模自然災害が発生

したときでも人命の保

護が最大限図られる 

1-1
大規模地震等による建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅

密集地における火災による死傷者の発生 

1-2
大規模地震等による不特定多数が集まる施設の倒壊・火災による死

傷者の発生 

1-3
台風や集中豪雨等の大規模風水害等による広域かつ長期的な市街地

等の浸水による死傷者の発生 

1-4
大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の

発生のみならず、後年度にわたり脆弱性が高まる事態 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

2

大規模自然災害発生直

後から救助・救急、医

療活動等が迅速に行わ

れる（それがなされな

い場合の必要な対応を

含む） 

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

2-2
避難所の被災や大量の避難者発生等による避難場所の絶対的不足及

び支援機能の麻痺 

2-3 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

2-4
自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助･救急活動等の絶対

的不足、支援ルートの途絶による救助・救急活動の麻痺 

2-5 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

2-6
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による

医療機能の麻痺 

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

3

大規模自然災害発生直

後から必要不可欠な行

政機能は確保する 

3-1 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

3-2 行政機関の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

4

大規模自然災害発生直

後から必要不可欠な情

報通信機能は確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4-2 郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達できない事態 

4-3 テレビ･ラジオ放送の中断等により情報が伝達できない事態 



15

事前に備えるべき目標 
起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 

5

大規模自然災害発生後

であっても、経済活動

（サプライチェーンを

含む）を機能不全に陥

らせない 

5-1
サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の

低下 

5-2
社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の

停止 

5-3 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

5-4
農地や農業用施設等の大規模な被災による農林水産業の競争力の低

下 

5-5 基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止 

5-6
金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生する事

態 

5-7 食料等の安定供給の停滞 

6

大規模自然災害発生後

であっても、生活・経

済活動に必要最低限の

電気、ガス、上下水

道、燃料、交通ネット

ワーク等を確保すると

ともに、これらの早期

復旧を図る 

6-1
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガスサ

プライチェーンの機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6-5 異常渇水や地震等による地下水の変化等による用水の供給の途絶 

7
制御不能な二次災害を

発生させない 

7-1 市街地での大規模火災の発生 

7-2 沿線･沿道の建築物等倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

7-3 ため池、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

7-4 有害物質の大規模拡散･流出 

7-5 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

7-6 火山噴火による地域社会への甚大な影響 

7-7 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

8

大規模自然災害発生後

であっても、地域社

会・経済が迅速に再

建・回復できる条件を

整備する 

8-1
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に

遅れる事態 

8-2

復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地

域に精通した技術者、ボランティア等）の不足により復旧･復興が大

幅に遅れる事態 

8-3 被災者の生活再建が大幅に遅れる事態 

8-4
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に

遅れる事態 

8-5
道路や鉄道等の基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる

事態 

8-6
広域地盤沈下等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復

旧･復興が大幅に遅れる事態 
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３ 個別施策分野及び横断的分野

42 のリスクシナリオを回避するために必要な個別の施策分野として６分野、ま

た、横断的分野として４分野を設定する。

表 5 個別施策分野

項 目

１ 防災・消防・防犯等

２ 教育・文化

３ 生活基盤

４ 健康・福祉

５ 経済・情報

６ 自然・環境

表 6 横断的分野

項 目

１ リスクコミュニケーション

２ 人材育成

３ 官民連携

４ 老朽化対策
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第２節 脆弱性評価方法

42 のリスクシナリオごとに、起きてはならない最悪の事態を回避するための

施策（以下「プログラム」という。）を抽出し、本町における取組状況などの調

査を行い、課題の分析・評価を実施する。
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第５章 脆弱性評価の実施結果

第１節 脆弱性評価結果のポイント

１ 事前に備えるべき目標ごとのポイント

大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる。

■大規模地震等の発生時、交通渋滞等による逃げ遅れにより、多数の死傷

者が発生するおそれがあるため、円滑な避難に資する道路や橋梁の整備

が必要である。

■大規模地震時、市街地などの住宅密集地では広域にわたって同時に火災

が発生し、大規模火災となるおそれがあることから、住宅密集地におけ

る火災の拡大防止対策を進める必要がある。

■大規模地震時の住宅倒壊により多数の死傷者が発生するおそれがある

ため、住宅の適切な維持管理・耐震化の必要がある。

■大規模災害により、多くの死傷者が発生した場合、火葬場の火葬能力が

不足するおそれがあるため、大規模災害時における火葬の実施体制を構

築する必要がある。

■大規模災害時、町の人員体制では、多種多様かつ膨大な応急対応業務に

ついて、状況に即した対応ができないおそれがあるため、県及び県内の

自治体間の応援・受援の体制整備の充実を図る必要がある。

■大規模災害時、適切に管理されていない建物は老朽化し倒壊や延焼の危

険性があることから、空き家対策を実施する必要がある。

■大規模災害時、物資等の提供及び救出・救助が遅れ、多数の死傷者の発

生が懸念されることから、支援物資の供給や応援部隊の活動を行う拠点

を整備する必要がある。

■高齢者、障害者、外国人、難病患者、乳幼児、妊産婦などの要配慮者が

十分なケアを受けられず、避難所等における生活に支障を来すおそれが

あることから、避難行動要支援者名簿の作成・共有化、避難行動要支援

者の避難支援についての具体的な推進方法等を定めた計画(全体計画)・
避難行動要支援者一人一人の支援計画を定めた計画（個別計画）の作成

や、研修等の支援及び住民参加による防災訓練など、平時から対策を推

進していく必要がある。

■大規模災害により、地域活動の縮小・休止等によるコミュニティの機能

が低下し、当該地域の復旧・復興が大幅に遅れるおそれがあることから、

平時から地域コミュニティの維持や活性化を図るとともに、一時的に地

域コミュニティが崩れた場合の対応策を講じておく必要がある。
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■大規模災害時の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が十分に

伝達されず、避難行動の遅れが生じることで、多数の死傷者が発生する

おそれがあることから、住民への迅速かつ的確な情報の周知・伝達体制

の強化が必要である。

■大規模災害時には家屋等の倒壊だけでなく、家具や備品の転倒等により

人的被害が拡大するおそれがあることから、各家庭や事業所において、

身の回りの災害対策を進める必要がある。

■消防本部は人員が限られ、複数個所で同時に発生した災害に迅速に対応

できないおそれがあることから、地域の防災力の強化を図るため、消防

団員の確保及び資機材の整備を図る必要がある。

■大規模地震時には、建物の火災等により、施設の機能停止や人的被害が

拡大するおそれがあることから、円滑な消防活動のために消防水利の整

備が必要である。

■大規模風水害時の河川氾濫等により広域的な浸水被害が発生するおそ

れがあることから、計画的に河川整備を進める必要がある。

■台風や集中豪雨等により、森林及びその下流域において山地崩壊等によ

る被害が発生するおそれがあるため、適切な森林整備を推進する必要が

ある。

■大規模災害直後の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が伝達

されないおそれがあることから、学校・家庭内での情報連絡体制及び児

童生徒等が自分の身の安全を確保するための意識啓発並びに防災体制

の整備が必要である。

■大規模災害時、避難行動の遅れにより多数の死傷者が発生するおそれが

あることから、住民の迅速な避難を促す必要がある。

■大規模災害時には、混乱した状況の中で各種の対策を並行して十分に実

施できないおそれがあることから、災害対応業務の実効性を高める必要

がある。

■大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関と

の通信が途絶するおそれがあることから、通信を確保する体制を整備す

る必要がある。

■大規模災害時、行政の災害対応能力にも限界があり、防災実動機関や消

防団などの到着に時間を要した場合、人的被害が拡大するおそれがある

ことから、発災直後から救助部隊等による救出・救助活動が行われるま

での間、地域において被災者の安否確認や避難誘導に対応する必要があ

る。
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大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われ

る（それがなされない場合の必要な対応を含む）。

■大規模災害時や異常渇水時、飲料水等の供給が長期間停止することを防

止するため、飲料水等を確保する必要がある。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により被災地への食料・飲料水

等の供給が停止するおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネッ

トワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。

■大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停

止するおそれがあることから、老朽化した水道施設の更新等により耐災

性を高めるため、大津菊陽水道企業団との連携により安定した水の供給

を確保する必要がある。

■大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの

住宅が損壊することにより指定避難所の収容定員を大きく超える避難

者が発生するなど、備蓄分だけでは食料等が不足するおそれがあること

から、家庭や事業所、行政機関における備蓄に加え、官民が連携して避

難所等に食料等の支援物資を円滑に供給できる体制を整える必要があ

る。

■大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止、商業店舗

の被災による休業のほか、物資が十分に供給されるまで一定の時間を必

要とすることにより、発災直後は食料・飲料水等が不足するおそれがあ

ることから、家庭や事業所において備蓄を行う必要がある。

■大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの

住宅が損壊することにより指定避難所の収容定員を大きく超える避難

者が発生するなど、備蓄が不足するおそれがあることから、避難所等に

おける需要に応じた備蓄を確保する必要がある。

■大規模災害時、膨大な量の災害関連業務の発生等により、行政だけでは

被災者支援に対応できないおそれがあることから、ボランティアとの連

携体制を整える必要がある。

■大規模災害時、避難所の被災や大量の避難者発生等により、避難所の開

設や運営が困難となるおそれがあることから、発災後、被災者が速やか

に避難し安心して生活できるよう、平時から体制を整備する必要があ

る。

■大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停

止するおそれがあることから、大津菊陽水道企業団との連携により安定

した水の供給を確保する必要がある。



21

大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する。

■大規模災害時、信号機等の交通安全施設の倒壊等に伴う信号機の全面停

止等により、重大交通事故が多発し死傷者が発生するおそれがあること

から、交通安全施設等の耐震化など、関係機関と共同の対策が必要であ

る。

■行政機関の機能不全は、応急・復旧・復興対策の円滑な実施に直接的に

影響することから、いかなる大規模自然災害発生時においても、必要な

機能を維持する必要がある。

■行政機関の職員や施設等の被災により、防災上の必要な情報が十分に伝

達されず、避難行動の遅れが生じるおそれがあることから、住民へ確実

に情報の周知・伝達するための体制強化及び機器の整備が必要である。

■大規模災害時、道路寸断により孤立集落が発生するおそれがあるため、

県内各地域や集落間を結ぶ道路の確保が必要である。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急活動が停滞す

るおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・

強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。

■大規模災害時、多数の負傷者の発生により応急処置等に対応できないお

それがあることから、救護所等で活動する医療従事者を確保する必要が

ある。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により医療活動の支援が停滞す

るおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・

強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。

■大規模災害時、救助・救急、消火活動の遅れにより多数の死傷者が発生

するおそれがあることから、迅速・的確に救助・救急活動及び消火活動

を実施するため、災害時の対処能力を強化する必要がある。

■大規模災害時、浸水被害等により、感染症の発生・まん延のおそれがあ

ることから、平時から感染症予防体制を構築する必要がある。

■衛生面の悪化や避難生活の長期化等により、食中毒や感染症等の発生、

避難者の健康悪化のおそれがあることから、健康面への対処に向けた体

制整備が必要である。

■大規模災害時、下水道施設の被災による衛生面の悪化により疫病・感染

症等が大規模に発生するおそれがあるため、災害時の下水道処理機能の

確保及び早期回復を図ることができる体制を平時から構築する必要が

ある。



22

大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する。

大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含

む）を機能不全に陥らせない。

■大規模災害時、工場や製造設備の破損等による直接被害や、風評等によ

る間接被害、金融サービス等の機能停止により、被災中小企業の資金繰

りが悪化し、倒産するおそれがあることから、金融支援及び経営支援が

円滑に実施されるよう、平時から対策を想定する必要がある。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急、医療活動の

ためのエネルギー供給が停止するおそれがあるため、本町と他市町村を

結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が

必要である。

■大規模災害に伴う産業施設の損壊が、火炎や煙の発生、有害物質等の流

出をもたらし、周辺市町村民や経済活動等に甚大な影響を及ぼすおそれ

があることから、災害発生時に的確かつ迅速な対応を行う体制の確保な

ど、関係機関と共同の対策が必要である。

■大規模災害時、農道・林道等の被災により、農作物や木材、特用林産物

の出荷等が停止するおそれがあるため、施設等の機能が停止した場合の

出荷体制を確保する必要がある。

■地震や豪雨等により農地や農業用施設が被災することで、生産力が大き

く低下するおそれがあることから、農地や農業用施設の被害の防止又は

軽減を図る必要がある。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により交通ネットワークの一部

が停止するおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワーク

の充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により郵便事業が停止するおそ

れがあるため、町内外各地域を結ぶ道路網の確保など、関係機関と共同

の対策が必要である。

■大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関と

の通信が途絶するおそれがあることから、代替手段を含め通信を確保す

る体制を整備する必要がある。
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大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、

これらの早期復旧を図る。

制御不能な二次災害を発生させない。

■大規模災害時、電力供給が途絶することで、防災拠点や避難所の機能を

維持できないおそれがあることから、電力事業者との大規模災害を想定

した連携体制の構築など、関係機関と共同の対策が必要である。

■下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能が停止するおそ

れがあることから、雨水浸透桝の設置等により地下水の人工涵養を推進

する必要がある。

■大規模災害時、下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能

が停止するおそれがあることから、下水道施設の耐震化等を促進する必

要がある。

■大規模災害時、道路寸断により地域交通ネットワークが分断されるおそ

れがあるため、町内各地域や集落間を結ぶ道路の確保が必要である。

■大規模災害時の落石防護柵等の道路防災施設の損壊等による二次災害

により、人的被害が拡大するおそれがあるため、道路防災施設の安全性

の確保が必要である。

■大規模災害時、有害物質の大規模拡散・流出等により、環境に悪影響を

及ぼすおそれがあることから、平時から有害物質に係る情報共有や関係

機関との連携が必要である。

■農地・森林等の荒廃による被害拡大を防ぐため、国土保全や美しい景観

の維持、水源かん養等の環境保全など多面的かつ公益的な機能を有する

中山間地域の維持・活性化を図る必要がある。

■断片的な情報や虚偽の情報の拡散により、風評被害の拡大が懸念される

ことから、正確な情報伝達ができるよう、情報の収集や発信体制をあら

かじめ構築する必要がある。
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大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回

復できる条件を整備する。

■大規模災害時に大量に発生する災害廃棄物の処理や損壊家屋の撤去等

の停滞により、復旧・復興が大幅に遅れるおそれがあることから、あら

かじめ災害時の廃棄物処理や損壊家屋の撤去に備える必要がある。

■大規模災害時、住民同士の交流等が希薄な地域のコミュニティの崩壊が

懸念されることから、自主防犯・防災組織等の地域コミュニティ力の強

化を図る必要がある。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により復旧・復興が停滞するお

それがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、

町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。

■大規模災害時の広域地盤沈下や堤防の倒壊等による浸水被害の発生に

より、復旧・復興が大幅に遅れるおそれがあるため、浸水を防止する対

策が必要である。
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２ 強靭化施策分野ごとのポイント

個別分野については、リスクシナリオごとの脆弱性評価を行う中で、関連する

個別分野の仕分けを実施した。（第８章資料編参照） 

横断的分野（リスクコミュニケーション、人材育成、官民連携、老朽化対策）

については、リスクシナリオごとの脆弱性評価結果に加え、本町の持つポテンシ

ャル等も加味し、次のとおり整理した。 

【リスクコミュニケーション】

■町、地域住民、コミュニティ、学校、事業者等の関係者がそれぞれの取

組のもと、自発的に行動するよう教育・啓発等を通じたコミュニケーシ

ョンを図ることにより、地域の災害対応力を向上させる必要がある。

■自主防災活動の推進や地域の助け合いの仕組みづくり等により地域コ

ミュニティの維持や活性化を図るとともに、一時的に地域コミュニティ

が崩れた場合の対応策を講じておく必要がある。

【人材育成】

■災害対応に必要な知識やノウハウを身に着けるための町民を対象とし

た総合防災訓練や出前講座をはじめ、自主防災組織への各種活動支援

や消防団員の確保、自主防災リーダー研修などを通じた人材育成を進

める必要がある。 

【官民連携】

■大規模災害時に速やかに支援物資の調達などの災害対応が行えるよう、

民間企業との協定締結などにより、連携体制を構築しておく必要があ

る。

【老朽化対策】

■道路・橋梁、下水道施設をはじめとしたインフラの老朽化が進行する中、

長寿命化計画やストックマネジメント計画等に基づく、計画的かつ着実

な維持管理・更新を推進していく必要がある。
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第２節 起きてはならない最悪の事態に対する脆弱性評価結果

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる。

1-1 大規模地震等による建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地に

おける火災による死傷者の発生

○円滑な避難のための道路整備

・大規模地震等の発生時、交通渋滞等による逃げ遅れにより、多数の死傷者が発生するおそれがある

ため、円滑な避難に資する道路や橋梁の整備が必要である。

○住宅密集地における火災の拡大防止

・大規模地震時、市街地などの住宅密集地では広域にわたって同時に火災が発生し、大規模火災とな

るおそれがあることから、住宅密集地における火災の拡大防止対策を進める必要がある。

○住宅の維持管理

・大規模地震時の住宅倒壊により多数の死傷者が発生するおそれがあるため、住宅の適切な維持管理

の必要がある。

○住宅の耐震化

・大規模地震時の住宅倒壊により多数の死傷者が発生するおそれがあるため、住宅の耐震化を促進す

る必要がある。

○火葬体制の確保

・大規模災害により、多くの死傷者が発生した場合、火葬場の火葬能力が不足するおそれがあるた

め、大規模災害時における火葬の実施体制を構築する必要がある。

○自治体間の応援体制の構築

・大規模災害時、町の人員体制では、多種多様かつ膨大な応急対応業務について、状況に即した対応

ができないおそれがあるため、県及び県内の自治体間の応援・受援の体制整備の充実を図る必要があ

る。

○空き家対策

・大規模災害時、適切に管理されていない建物は老朽化し倒壊や延焼の危険性があることから、空き

家対策を実施する必要がある。

○防災拠点の整備

・大規模災害時、物資等の提供及び救出・救助が遅れ、多数の死傷者の発生が懸念されることから、

支援物資の供給や応援部隊の活動及び避難者の受入れを行う拠点を整備する必要がある。

○要配慮者対策の推進

・高齢者、障害者、外国人、難病患者、乳幼児、妊産婦などの要配慮者が十分なケアを受けられず、

避難所等における生活に支障を来すおそれがあることから、避難行動要支援者名簿の作成・共有化、

避難行動要支援者の避難支援についての具体的な推進方法等を定めた計画(全体計画)・避難行動要支
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援者一人一人の支援計画を定めた計画（個別計画）の作成や、研修等の支援及び住民参加による防災

訓練など、平時から対策を推進していく必要がある。

○地域コミュニティの維持

・大規模災害により、地域活動の縮小・休止等によるコミュニティの機能が低下し、当該地域の復

旧・復興が大幅に遅れるおそれがあることから、平時から地域コミュニティの維持や活性化を図ると

ともに、一時的に地域コミュニティが崩れた場合の対応策を講じておく必要がある。

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達

・大規模災害時の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が十分に伝達されず、避難行動の遅

れが生じることで、多数の死傷者が発生するおそれがあることから、住民への迅速かつ的確な情報の

周知・伝達体制の強化が必要である。

○家庭・事業所における災害対策

・大規模災害時には家屋等の倒壊だけでなく、家具や備品の転倒等により人的被害が拡大するおそれ

があることから、各家庭や事業所において、身の回りの災害対策を進める必要がある。

○消防団における人員、資機材の整備促進

・消防本部は人員が限られ、複数個所で同時に発生した災害に迅速に対応できないおそれがあること

から、地域の防災力の強化を図るため、消防団員の確保及び資機材の整備を図る必要がある。

○出火・延焼の抑制

・大規模地震時には、建物の火災等により、施設の機能停止や人的被害が拡大するおそれがあること

から、円滑な消防活動のために消防水利の整備が必要である。

1-2 大規模地震等による不特定多数が集まる施設の倒壊・火災による死傷者の発

生

○火葬体制の確保【再掲】

○防災拠点の整備【再掲】 

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】 

○家庭・事業所における災害対策【再掲】 

1-3 台風や集中豪雨等の大規模風水害等による広域かつ長期的な市街地等の浸水

による死傷者の発生

○火葬体制の確保【再掲】

○浸水被害の防止に向けた河川整備等

・大規模風水害時の河川氾濫等により広域的な浸水被害が発生するおそれがあることから、計画的に

河川整備を進める必要がある。

〇防災拠点の整備【再掲】

○要配慮者対策の推進【再掲】

○地域コミュニティの維持【再掲】

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】
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○家庭・事業所における災害対策【再掲】

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

1-4 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみ

ならず、後年度にわたり脆弱性が高まる事態

○適切な森林整備の推進

・台風や集中豪雨等により、森林及びその下流域において山地崩壊等による被害が発生するおそれが

あるため、適切な森林整備を推進する必要がある。

○要配慮者対策の推進【再掲】

○地域コミュニティの維持【再掲】

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

○火葬体制の確保【再掲】

○学校・家庭の災害対応の機能向上

・大規模災害直後の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が伝達されないおそれがあること

から、学校・家庭内での情報連絡体制及び児童生徒等が自分の身の安全を確保するための意識啓発並

びに防災体制の整備が必要である。

○迅速な避難のための体制整備等

・大規模災害時、避難行動の遅れにより多数の死傷者が発生するおそれがあることから、住民の迅速

な避難を促す必要がある。

○家庭・事業所における災害対策【再掲】

○防災訓練の実施

・大規模災害時には、混乱した状況の中で各種の対策を並行して十分に実施できないおそれがあるこ

とから、災害対応業務の実効性を高める必要がある。

○通信手段の機能強化

・大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関との通信が途絶するおそれが

あることから、通信を確保する体制を整備する必要がある。

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

○自主防災組織の活動の強化

・大規模災害時、行政の災害対応能力にも限界があり、防災実動機関や消防団などの到着に時間を要

した場合、人的被害が拡大するおそれがあることから、発災直後から救助部隊等による救出・救助活

動が行われるまでの間、地域において被災者の安否確認や避難誘導に対応する必要がある。
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２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる

（それがなされない場合の必要な対応を含む）。

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

○水源の確保

・大規模災害時や異常渇水時、飲料水等の供給が長期間停止することを防止するため、飲料水等を確

保する必要がある。

○物資輸送ルートの確保に向けた道路整備

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により被災地への食料・飲料水等の供給が停止するおそれ

があるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保

が必要である。

○水道施設の耐震化等

・大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停止するおそれがあることか

ら、老朽化した水道施設の更新等により耐災性を高めるため、大津菊陽水道企業団との連携により安

定した水の供給を確保する必要がある。

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備

・大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの住宅が損壊することにより

指定避難所の収容定員を大きく超える避難者が発生するなど、備蓄分だけでは食料等が不足するおそ

れがあることから、家庭や事業所、行政機関における備蓄に加え、官民が連携して避難所等に食料等

の支援物資を円滑に供給できる体制を整える必要がある。

○家庭や事業所における備蓄の促進

・大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止、商業店舗の被災による休業のほか、

物資が十分に供給されるまで一定の時間を必要とすることにより、発災直後は食料・飲料水等が不足

するおそれがあることから、家庭や事業所において備蓄を行う必要がある。

○備蓄の充実・確保

・大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの住宅が損壊することにより

指定避難所の収容定員を大きく超える避難者が発生するなど、備蓄が不足するおそれがあることから、

避難所等における需要に応じた備蓄を確保する必要がある。

2-2 避難所の被災や大量の避難者発生等による避難場所の絶対的不足及び支援機

能の麻痺

○災害ボランティアとの連携

・大規模災害時、膨大な量の災害関連業務の発生等により、行政だけでは被災者支援に対応できない

おそれがあることから、ボランティアとの連携体制を整える必要がある。

○避難所の体制整備

・大規模災害時、避難所の被災や大量の避難者発生等により、避難所の開設や運営が困難となるおそ

れがあることから、発災後、被災者が速やかに避難し安心して生活できるよう、平時から体制を整備

する必要がある。
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○水道企業団との連携体制の整備

・大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停止するおそれがあることか

ら、大津菊陽水道企業団との連携により安定した水の供給を確保する必要がある。

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】

○防災拠点の整備【再掲】

○要配慮者対策の推進【再掲】

○地域コミュニティの維持【再掲】

2-3 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

○孤立集落の発生防止に向けた道路整備

・大規模災害時、道路寸断により孤立集落が発生するおそれがあるため、県内各地域や集落間を結ぶ

道路の確保が必要である。

○適切な森林整備の推進【再掲】 

○家庭や事業所における備蓄の促進【再掲】

○備蓄の充実・確保【再掲】

○自主防災組織の活動の強化【再掲】

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

2-4 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足、

支援ルートの途絶による救助・救急活動の麻痺

○救助・救急ルートの確保に向けた道路整備

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急活動が停滞するおそれがあるため、本町

と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

○自主防災組織の活動の強化【再掲】

○防災拠点の整備【再掲】

2-5 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】 

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能

の麻痺 

○医療救護活動の体制整備

・大規模災害時、多数の負傷者の発生により応急処置等に対応できないおそれがあることから、救護

所等で活動する医療従事者を確保する必要がある。

○医療活動の支援ルートの確保に向けた道路整備

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により医療活動の支援が停滞するおそれがあるため、本町
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と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。

○警察・消防の災害対処能力の強化

・大規模災害時、救助・救急、消火活動の遅れにより多数の死傷者が発生するおそれがあることから、

迅速・的確に救助・救急活動及び消火活動を実施するため、災害時の対処能力を強化する必要がある。

○家庭・事業所における災害対策【再掲】

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

○感染症の発生・まん延防止

・大規模災害時、浸水被害等により、感染症の発生・まん延のおそれがあることから、平時から感染

症予防体制を構築する必要がある。

○健康・衛生に関する体制整備

・衛生面の悪化や避難生活の長期化等により、食中毒や感染症等の発生、避難者の健康悪化のおそれ

があることから、健康面への対処に向けた体制整備が必要である。

○下水道ＢＣＰの充実

・大規模災害時、下水道施設の被災による衛生面の悪化により疫病・感染症等が大規模に発生するお

それがあるため、災害時の下水道処理機能の確保及び早期回復を図ることができる体制を平時から構

築する必要がある。

３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する。

3-1 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

○交通安全施設の耐震化等 

・大規模災害時、信号機等の交通安全施設の倒壊等に伴う信号機の全面停止等により、重大交通事故

が多発し死傷者が発生するおそれがあることから、交通安全施設等の耐震化など、関係機関と共同の

対策が必要である。

3-2 行政機関の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

○行政機能の維持 

・行政機関の機能不全は、応急・復旧・復興対策の円滑な実施に直接的に影響することから、いかな

る大規模自然災害発生時においても、必要な機能を維持する必要がある。

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

・行政機関の職員や施設等の被災により、防災上の必要な情報が十分に伝達されず、避難行動の遅れ

が生じるおそれがあることから、住民へ確実に情報の周知・伝達するための体制強化及び機器の整備

が必要である。

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する。

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止  

○迅速な避難のための体制整備等【再掲】 

○通信手段の機能強化【再掲】 
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○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】 

4-2 郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達できない事態  

○郵便事業の継続に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により郵便事業が停止するおそれがあるため、町内外各地

域を結ぶ道路網の確保など、関係機関と共同の対策が必要である。 

4-3 テレビ･ラジオ放送の中断等により情報が伝達できない事態  

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】 

○通信手段の機能強化 

・大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関との通信が途絶するおそれが

あることから、代替手段を含め通信を確保する体制を整備する必要がある。 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）

を機能不全に陥らせない。

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低下  

○物資輸送ルートの確保に向けた道路整備【再掲】 

○金融機関や商工団体等との連携 

・大規模災害時、工場や製造設備の破損等による直接被害や、風評等による間接被害により、被災中

小企業の資金繰りが悪化し、倒産するおそれがあることから、金融支援及び経営支援が円滑に実施さ

れるよう、平時から対策を想定する必要がある。 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止  

○エネルギー供給に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給が停

止するおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ

道路網の確保が必要である。 

5-3 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

○特定事業者及び防災関係機関との連携等 

・大規模災害に伴う産業施設の損壊が、火炎や煙の発生、有害物質等の流出をもたらし、周辺市町村

民や経済活動等に甚大な影響を及ぼすおそれがあることから、災害発生時に的確かつ迅速な対応を行

う体制の確保など、関係機関と共同の対策が必要である。 

5-4 農地や農業用施設等の大規模な被災による農林水産業の競争力の低下 

○水源の確保【再掲】 

○災害時の集出荷体制の構築 
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・大規模災害時、農道・林道等の被災により、農作物や木材、特用林産物の出荷等が停止するおそれ

があるため、施設等の機能が停止した場合の出荷体制を確保する必要がある。 

○農地・農業用施設の保全

・地震や豪雨等により農地や農業用施設が被災することで、生産力が大きく低下するおそれがあるこ

とから、農地や農業用施設の被害の防止又は軽減を図る必要がある。 

5-5 基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止 

○交通ネットワークの確保に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により交通ネットワークの一部が停止するおそれがあるた

め、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要で

ある。 

5-6 金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生する事態  

○金融機関や商工団体等との連携 

・大規模災害時、金融サービス等の機能停止により、被災中小企業の資金繰りが悪化し、倒産するお

それがあることから、金融支援及び経営支援が円滑に実施されるよう、平時から対策（事業者におけ

る BCP 策定など）を想定するなど、関係機関と共同の対策が必要である。 

5-7 食料等の安定供給の停滞  

○物資輸送ルートの確保に向けた道路整備【再掲】

○水道施設の耐震化等【再掲】

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】

○家庭や事業所における備蓄の促進【再掲】

○備蓄の充実・確保【再掲】 

６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、

ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これら

の早期復旧を図る。

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LP ガスサプライチ

ェーンの機能の停止  

○防災拠点等への電力の早期復旧に向けた連携強化 

・大規模災害時、電力供給が途絶することで、防災拠点や避難所の機能を維持できないおそれがある

ことから、電力事業者との大規模災害を想定した連携体制の構築など、関係機関と共同の対策が必要

である。 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止  

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】 
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6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止  

○下水道施設等の耐震等 

・大規模災害時、下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能が停止するおそれがあるこ

とから、下水道施設の耐震化等を促進する必要がある。 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態  

○地域交通ネットワークの確保に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路寸断により地域交通ネットワークが分断されるおそれがあるため、町内各地域

や集落間を結ぶ道路の確保が必要である。

6-5 異常渇水や地震等による地下水の変化等による用水の供給の途絶  

○地下水人口涵養の推進

・下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能が停止するおそれがあることから、雨水浸

透桝の設置等により地下水の人工涵養を推進する必要がある。

○水源の確保【再掲】 

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】

７ 制御不能な二次災害を発生させない。

7-1 市街地での大規模火災の発生  

○住宅密集地における火災の拡大防止【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

○空き家対策【再掲】 

○防災拠点の整備【再掲】 

○警察・消防の災害対処能力の強化【再掲】 

○出火・延焼の抑制【再掲】 

7-2 沿線･沿道の建築物等倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

○住宅の耐震化【再掲】

○空き家対策【再掲】 

7-3 ため池、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生  

○道路防災施設の維持管理・更新

・大規模災害時の落石防護柵等の道路防災施設の損壊等による二次災害により、人的被害が拡大する

おそれがあるため、道路防災施設の安全性の確保が必要である。 
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7-4 有害物質の大規模拡散･流出  

○有害物質の流出対策等

・大規模災害時、有害物質の大規模拡散・流出等により、環境に悪影響を及ぼすおそれがあることか

ら、平時から有害物質に係る情報共有や関係機関との連携が必要である。 

7-5 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

○適切な森林整備の推進【再掲】

○中山間地域の振興 

・農地・森林等の荒廃による被害拡大を防ぐため、国土保全や美しい景観の維持、水源かん養等の環

境保全など多面的かつ公益的な機能を有する中山間地域の維持・活性化を図る必要がある。 

7-6 火山噴火による地域社会への甚大な影響  

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

○家庭・事業所における災害対策【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

7-7 風評被害等による地域経済等への甚大な影響  

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

・断片的な情報や虚偽の情報の拡散により、風評被害の拡大が懸念されることから、正確な情報伝達

ができるよう、情報の収集や発信体制をあらかじめ構築する必要がある。 

８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復

できる条件を整備する。

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事

態 

○災害廃棄物処理体制等の構築 

・大規模災害時に大量に発生する災害廃棄物の処理や損壊家屋の撤去等の停滞により、復旧・復興が

大幅に遅れるおそれがあることから、あらかじめ災害時の廃棄物処理や損壊家屋の撤去に備える必要

がある。 

8-2 復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し

た技術者、ボランティア等）の不足により復旧･復興が大幅に遅れる事態  

○災害ボランティアとの連携【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

8-3 被災者の生活再建が大幅に遅れる事態 

○災害ボランティアとの連携【再掲】

○金融機関や商工団体等との連携【再掲】 
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8-4 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事

態  

○地域コミュニティの維持【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

○自主防災組織の活動の強化【再掲】 

○自主防犯・防災組織等のコミュニティ力の強化 

・大規模災害時、住民同士の交流等が希薄な地域のコミュニティの崩壊が懸念されることから、自主

防犯・防災組織等の地域コミュニティ力の強化を図る必要がある。 

8-5 道路や鉄道等の基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態  

○迅速な復旧・復興に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により復旧・復興が停滞するおそれがあるため、本町と他

市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網の確保が必要である。 

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】 

8-6 広域地盤沈下等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復旧･復興が

大幅に遅れる事態  

○浸水対策、流域減災対策 

・大規模災害時の広域地盤沈下や堤防の倒壊等による浸水被害の発生により、復旧・復興が大幅に遅

れるおそれがあるため、浸水を防止する対策が必要である。 
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第６章 本町強靭化の推進方針

第１節 推進方針のポイント

１ 推進方針のポイント

リスクシナリオごとの評価結果をもとに、８つの「事前に備えるべき目標」

ごとに推進方針のポイントを次のとおりまとめた。

大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる。

■大規模地震等の発生時、交通渋滞等による逃げ遅れにより、多数の死傷

者が発生するおそれがあるため、円滑な避難に資する道路や橋梁の整備

を推進していく。

■大規模地震時、市街地などの住宅密集地では広域にわたって同時に火災

が発生し、大規模火災となるおそれがあることから、住宅密集地におけ

る火災の拡大防止対策を進めていく。

■大規模地震時の住宅倒壊により多数の死傷者が発生するおそれがある

ため、住宅の適切な維持管理・耐震化を推進していく。

■大規模災害により、多くの死傷者が発生した場合、火葬場の火葬能力が

不足するおそれがあるため、大規模災害時における火葬の実施体制を構

築していく。

■大規模災害時、町の人員体制では、多種多様かつ膨大な応急対応業務に

ついて、状況に即した対応ができないおそれがあるため、県及び県内の

自治体間の応援・受援の体制整備の充実を図っていく。

■大規模災害時、適切に管理されていない建物は老朽化し倒壊や延焼の危

険性があることから、空き家対策を実施していく。

■大規模災害時、物資等の提供及び救出・救助が遅れ、多数の死傷者の発

生が懸念されることから、支援物資の供給や応援部隊の活動を行う拠点

を整備していく。

■高齢者、障害者、外国人、難病患者、乳幼児、妊産婦などの要配慮者が

十分なケアを受けられず、避難所等における生活に支障を来すおそれが

あることから、避難行動要支援者名簿の作成・共有化、避難行動要支援

者の避難支援についての具体的な推進方法等を定めた計画(全体計画)・
避難行動要支援者一人一人の支援計画を定めた計画（個別計画）の作成

や、研修等の支援及び住民参加による防災訓練など、平時から対策を推

進していく。
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■大規模災害により、地域活動の縮小・休止等によるコミュニティの機能

が低下し、当該地域の復旧・復興が大幅に遅れるおそれがあることから、

平時から地域コミュニティの維持や活性化を図るとともに、一時的に地

域コミュニティが崩れた場合の対応策を講じておく。

■大規模災害時の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が十分に

伝達されず、避難行動の遅れが生じることで、多数の死傷者が発生する

おそれがあることから、住民への迅速かつ的確な情報の周知・伝達体制

の強化を行っていく。

■大規模災害時には家屋等の倒壊だけでなく、家具や備品の転倒等により

人的被害が拡大するおそれがあることから、各家庭や事業所において、

身の回りの災害対策を進められるよう必要な支援を行っていく。

■消防本部は人員が限られ、複数個所で同時に発生した災害に迅速に対応

できないおそれがあることから、地域の防災力の強化を図るため、消防

団員の確保及び資機材の整備を図っていく。

■大規模地震時には、建物の火災等により、施設の機能停止や人的被害が

拡大するおそれがあることから、円滑な消防活動のために消防水利の整

備を行っていく。

■大規模風水害時の河川氾濫等により広域的な浸水被害が発生するおそ

れがあることから、計画的に河川整備を進めていく。

■台風や集中豪雨等により、森林及びその下流域において山地崩壊等によ

る被害が発生するおそれがあるため、適切な森林整備を推進していく。

■大規模災害直後の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が伝達

されないおそれがあることから、学校・家庭内での情報連絡体制及び児

童生徒等が自分の身の安全を確保するための意識啓発並びに防災体制

の整備を進めていく。

■大規模災害時、避難行動の遅れにより多数の死傷者が発生するおそれが

あることから、住民の迅速な避難を促していく。

■大規模災害時には、混乱した状況の中で各種の対策を並行して十分に実

施できないおそれがあることから、災害対応業務の実効性を高める必要

がある。

■大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関と

の通信が途絶するおそれがあることから、通信を確保する体制を整備し

ていく。

■大規模災害時、行政の災害対応能力にも限界があり、防災実動機関や消

防団などの到着に時間を要した場合、人的被害が拡大するおそれがある

ことから、発災直後から救助部隊等による救出・救助活動が行われるま

での間、地域において被災者の安否確認や避難誘導に対応していく。
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大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む）。

■大規模災害時や異常渇水時、飲料水等の供給が長期間停止することを防

止するため、飲料水等を確保していく。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により被災地への食料・飲料水

等の供給が停止するおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネッ

トワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

■大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停

止するおそれがあることから、老朽化した水道施設の更新等により耐災

性を高めるため、大津菊陽水道企業団との連携により安定した水の供給

を確保していく。

■大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの

住宅が損壊することにより指定避難所の収容定員を大きく超える避難

者が発生するなど、備蓄分だけでは食料等が不足するおそれがあること

から、家庭や事業所、行政機関における備蓄に加え、官民が連携して避

難所等に食料等の支援物資を円滑に供給できる体制を整えていく。

■大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止、商業店舗

の被災による休業のほか、物資が十分に供給されるまで一定の時間を必

要とすることにより、発災直後は食料・飲料水等が不足するおそれがあ

ることから、家庭や事業所において備蓄を行っていく。

■大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの

住宅が損壊することにより指定避難所の収容定員を大きく超える避難

者が発生するなど、備蓄が不足するおそれがあることから、避難所等に

おける需要に応じた備蓄を確保していく。

■大規模災害時、膨大な量の災害関連業務の発生等により、行政だけでは

被災者支援に対応できないおそれがあることから、ボランティアとの連

携体制を整えていく。

■大規模災害時、避難所の被災や大量の避難者発生等により、避難所の開

設や運営が困難となるおそれがあることから、発災後、被災者が速やか

に避難し安心して生活できるよう、平時から体制を整備していく。

■大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停

止するおそれがあることから、大津菊陽水道企業団との連携により安定

した水の供給を確保していく。

■大規模災害時、道路寸断により孤立集落が発生するおそれがあるため、

県内各地域や集落間を結ぶ道路を確保していく。
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大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する。

■大規模災害時、信号機等の交通安全施設の倒壊等に伴う信号機の全面停

止等により、重大交通事故が多発し死傷者が発生するおそれがあること

から、交通安全施設等の耐震化など、関係機関と共同の対策を図ってい

く。

■行政機関の機能不全は、応急・復旧・復興対策の円滑な実施に直接的に

影響することから、いかなる大規模自然災害発生時においても、必要な

機能を維持していく。

■行政機関の職員や施設等の被災により、防災上の必要な情報が十分に伝

達されず、避難行動の遅れが生じるおそれがあることから、住民へ確実

に情報の周知・伝達するための体制強化及び機器を整備していく。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急活動が停滞す

るおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・

強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

■大規模災害時、多数の負傷者の発生により応急処置等に対応できないお

それがあることから、救護所等で活動する医療従事者を確保していく。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により医療活動の支援が停滞す

るおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・

強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

■大規模災害時、救助・救急、消火活動の遅れにより多数の死傷者が発生

するおそれがあることから、迅速・的確に救助・救急活動及び消火活動

を実施するため、災害時の対処能力を強化していく。

■大規模災害時、浸水被害等により、感染症の発生・まん延のおそれがあ

ることから、平時から感染症予防体制を構築していく。

■衛生面の悪化や避難生活の長期化等により、食中毒や感染症等の発生、

避難者の健康悪化のおそれがあることから、健康面への対処に向けた体

制整備を図っていく。

■大規模災害時、下水道施設の被災による衛生面の悪化により疫病・感染

症等が大規模に発生するおそれがあるため、災害時の下水道処理機能の

確保及び早期回復を図ることができる体制を平時から構築していく。
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大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保す

る。

大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーン

を含む）を機能不全に陥らせない。

■大規模災害時、工場や製造設備の破損等による直接被害や、風評等によ

る間接被害により、被災中小企業の資金繰りが悪化し、倒産するおそれ

があることから、金融支援及び経営支援が円滑に実施されるよう、平時

から対策を想定していく。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急、医療活動の

ためのエネルギー供給が停止するおそれがあるため、本町と他市町村を

結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保し

ていく。

■大規模災害に伴う産業施設の損壊が、火炎や煙の発生、有害物質等の流

出をもたらし、周辺村民や経済活動等に甚大な影響を及ぼすおそれがあ

ることから、災害発生時に的確かつ迅速な対応を行う体制の確保など、

関係機関と共同の対策を図っていく。

■大規模災害時、農道・林道等の被災により、農作物や木材、特用林産物

の出荷等が停止するおそれがあるため、施設等の機能が停止した場合の

出荷体制を確保していく。

■地震や豪雨等により農地や農業用施設が被災することで、生産力が大き

く低下するおそれがあることから、農地や農業用施設の被害の防止又は

軽減を図っていく。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により交通ネットワークの一部

が停止するおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワーク

の充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

■大規模災害時、金融サービス等の機能停止により、被災中小企業の資金

繰りが悪化し、倒産するおそれがあることから、金融支援及び経営支援

が円滑に実施されるよう、平時から対策（事業者における BCP 策定な

ど）を想定するなど、関係機関と共同の対策を図っていく。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により郵便事業が停止するおそ

れがあるため、町内外各地域を結ぶ道路網の確保など、関係機関と共同

の対策を図っていく。

■大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関と

の通信が途絶するおそれがあることから、代替手段を含め通信を確保す

る体制を整備していく。
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大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限

の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するととも

に、これらの早期復旧を図る。

制御不能な二次災害を発生させない。

■大規模災害時、電力供給が途絶することで、防災拠点や避難所の機能を

維持できないおそれがあることから、電力事業者との大規模災害を想定

した連携体制の構築など、関係機関と共同の対策を図っていく。

■大規模災害時、下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能

が停止するおそれがあることから、下水道施設の耐震化等を促進してい

く。

■大規模災害時、道路寸断により地域交通ネットワークが分断されるおそ

れがあるため、町内各地域や集落間を結ぶ道路を確保していく。

■下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能が停止するおそ

れがあることから、雨水浸透桝の設置等により地下水の人工涵養を推進

していく。

■大規模災害時の落石防護柵等の道路防災施設の損壊等による二次災害

により、人的被害が拡大するおそれがあるため、道路防災施設の安全性

を確保していく。

■大規模災害時、有害物質の大規模拡散・流出等により、環境に悪影響を

及ぼすおそれがあることから、平時から有害物質に係る情報共有や関係

機関との連携を図っていく。

■農地・森林等の荒廃による被害拡大を防ぐため、国土保全や美しい景観

の維持、水源かん養等の環境保全など多面的かつ公益的な機能を有する

中山間地域の維持・活性化を図っていく。

■断片的な情報や虚偽の情報の拡散により、風評被害の拡大が懸念される

ことから、正確な情報伝達ができるよう、情報の収集や発信体制をあら

かじめ構築していく。
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大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・

回復できる条件を整備する。

２ 強靭化施策分野ごとのポイント

■大規模災害時に大量に発生する災害廃棄物の処理や損壊家屋の撤去等

の停滞により、復旧・復興が大幅に遅れるおそれがあることから、あら

かじめ災害時の廃棄物処理や損壊家屋の撤去に備える。

■大規模災害時、住民同士の交流等が希薄な地域のコミュニティの崩壊が

懸念されることから、自主防犯・防災組織等の地域コミュニティ力の強

化を図っていく。

■大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により復旧・復興が停滞するお

それがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、

町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

■大規模災害時の広域地盤沈下や堤防の倒壊等による浸水被害の発生に

より、復旧・復興が大幅に遅れるおそれがあるため、浸水を防止する対

策を図っていく。

【リスクコミュニケーション】

■町、地域住民、コミュニティ、学校、事業者等の関係者がそれぞれの取

組のもと、自発的に行動するよう教育・啓発等を通じたコミュニケーシ

ョンを図ることにより、地域の災害対応力を向上させる必要がある。

■自主防災活動の推進や地域の助け合いの仕組みづくり等により地域コ

ミュニティの維持や活性化を図るとともに、一時的に地域コミュニティ

が崩れた場合の対応策を講じておく必要がある。

【人材育成】

■災害対応に必要な知識やノウハウを身に着けるための町民を対象とし

た総合防災訓練や出前講座をはじめ、自主防災組織への各種活動支援

や消防団員の確保、自主防災リーダー研修などを通じた人材育成を進

める必要がある。 

【官民連携】

■大規模災害時に速やかに支援物資の調達などの災害対応が行えるよう、民

間企業との協定締結などにより、連携体制を構築しておく必要がある。

【老朽化対策】

■道路・橋梁、下水道施設をはじめとしたインフラの老朽化が進行する中、

長寿命化計画やストックマネジメント計画等に基づく、計画的かつ着実

な維持管理・更新を推進していく必要がある。
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第２節 リスクシナリオごとの推進方針

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる。 

1-1 大規模地震等による建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地に

おける火災による死傷者の発生

○円滑な避難のための道路整備

・大規模地震等の発生時、交通渋滞等による逃げ遅れにより、多数の死傷者が発生するおそれがある

ため、円滑な避難に資する道路や橋梁の整備を推進していく。

○住宅密集地における火災の拡大防止

・大規模地震時、市街地などの住宅密集地では広域にわたって同時に火災が発生し、大規模火災とな

るおそれがあることから、住宅密集地における火災の拡大防止対策を進めていく。

○住宅の維持管理

・大規模地震時の住宅倒壊により多数の死傷者が発生するおそれがあるため、住宅の適切な維持管理

を行っていく。

○住宅の耐震化

・大規模地震時の住宅倒壊により多数の死傷者が発生するおそれがあるため、住宅の耐震化を促進し

ていく。

○火葬体制の確保

・大規模災害により、多くの死傷者が発生した場合、火葬場の火葬能力が不足するおそれがあるた

め、大規模災害時における火葬の実施体制を構築していく。

○自治体間の応援体制の構築

・大規模災害時、町の人員体制では、多種多様かつ膨大な応急対応業務について、状況に即した対応

ができないおそれがあるため、県及び県内の自治体間の応援・受援の体制整備の充実を図っていく。

○空き家対策

・大規模災害時、適切に管理されていない建物は老朽化し倒壊や延焼の危険性があることから、空き

家対策を実施していく。

○防災拠点の整備

・大規模災害時、物資等の提供及び救出・救助が遅れ、多数の死傷者の発生が懸念されることから、

支援物資の供給や応援部隊の活動及び避難者の受入れを行う拠点を整備していく。

○要配慮者対策の推進

・高齢者、障害者、外国人、難病患者、乳幼児、妊産婦などの要配慮者が十分なケアを受けられず、

避難所等における生活に支障を来すおそれがあることから、避難行動要支援者名簿の作成・共有化、

避難行動要支援者の避難支援についての具体的な推進方法等を定めた計画(全体計画)・避難行動要支

援者一人一人の支援計画を定めた計画（個別計画）の作成や、研修等の支援及び住民参加による防災

訓練など、平時から対策を推進していく。
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○地域コミュニティの維持

・大規模災害により、地域活動の縮小・休止等によるコミュニティの機能が低下し、当該地域の復

旧・復興が大幅に遅れるおそれがあることから、平時から地域コミュニティの維持や活性化を図ると

ともに、一時的に地域コミュニティが崩れた場合の対応策を講じておく。

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達

・大規模災害時の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が十分に伝達されず、避難行動の遅

れが生じることで、多数の死傷者が発生するおそれがあることから、住民への迅速かつ的確な情報の

周知・伝達体制の強化を行っていく。

○家庭・事業所における災害対策

・大規模災害時には家屋等の倒壊だけでなく、家具や備品の転倒等により人的被害が拡大するおそれ

があることから、各家庭や事業所において、身の回りの災害対策を進められるよう必要な支援を行っ

ていく。

○消防団における人員、資機材の整備促進

・消防本部は人員が限られ、複数個所で同時に発生した災害に迅速に対応できないおそれがあること

から、地域の防災力の強化を図るため、消防団員の確保及び資機材の整備を図っていく。

○出火・延焼の抑制

・大規模地震時には、建物の火災等により、施設の機能停止や人的被害が拡大するおそれがあること

から、円滑な消防活動のために消防水利の整備を行っていく。

1-2 大規模地震等による不特定多数が集まる施設の倒壊・火災による死傷者の発

生

○火葬体制の確保【再掲】

○防災拠点の整備【再掲】 

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】 

○家庭・事業所における災害対策【再掲】 

1-3 台風や集中豪雨等の大規模風水害等による広域かつ長期的な市街地等の浸

水による死傷者の発生

○火葬体制の確保【再掲】

○浸水被害の防止に向けた河川整備等

・大規模風水害時の河川氾濫等により広域的な浸水被害が発生するおそれがあることから、計画的

に河川整備を進めていく。

〇防災拠点の整備【再掲】

○要配慮者対策の推進【再掲】

○地域コミュニティの維持【再掲】

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

○家庭・事業所における災害対策【再掲】
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○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

1-4 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみ

ならず、後年度にわたり脆弱性が高まる事態

○適切な森林整備の推進

・台風や集中豪雨等により、森林及びその下流域において山地崩壊等による被害が発生するおそれが

あるため、適切な森林整備を推進していく。

○要配慮者対策の推進【再掲】

○地域コミュニティの維持【再掲】

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

○火葬体制の確保【再掲】

○学校・家庭の災害対応の機能向上

・大規模災害直後の混乱した状況下において、防災上の必要な情報が伝達されないおそれがあること

から、学校・家庭内での情報連絡体制及び児童生徒等が自分の身の安全を確保するための意識啓発並

びに防災体制の整備を進めていく。

○迅速な避難のための体制整備等

・大規模災害時、避難行動の遅れにより多数の死傷者が発生するおそれがあることから、住民の迅速

な避難を促していく。

○家庭・事業所における災害対策【再掲】

○防災訓練の実施

・大規模災害時には、混乱した状況の中で各種の対策を並行して十分に実施できないおそれがあるこ

とから、災害対応業務の実効性を高めていく。

○通信手段の機能強化

・大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関との通信が途絶するおそれが

あることから、通信を確保する体制を整備していく。

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

○自主防災組織の活動の強化

・大規模災害時、行政の災害対応能力にも限界があり、防災実動機関や消防団などの到着に時間を要

した場合、人的被害が拡大するおそれがあることから、発災直後から救助部隊等による救出・救助活

動が行われるまでの間、地域において被災者の安否確認や避難誘導に対応していく。

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

町民 1人当たりの公園面積 ㎡ 8.9 10 

人口 1万人当たりの出火件数 件/年 1.7 0.4 

市街化区域の宅地化率 ％ 87.5 90 
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指標名 単位 現状値 目標値（R7）

認知症サポーター養成者数 人/年 788 950 

町行政へ意見や要望が反映されていると感じる町民

の割合 
％ 39.4 40 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる

（それがなされない場合の必要な対応を含む）。

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

○水源の確保

・大規模災害時や異常渇水時、飲料水等の供給が長期間停止することを防止するため、飲料水等を確

保していく。

○物資輸送ルートの確保に向けた道路整備

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により被災地への食料・飲料水等の供給が停止するおそれ

があるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保

していく。

○水道施設の耐震化等

・大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停止するおそれがあることか

ら、老朽化した水道施設の更新等により耐災性を高めるため、大津菊陽水道企業団との連携により安

定した水の供給を確保していく。

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備

・大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの住宅が損壊することにより

指定避難所の収容定員を大きく超える避難者が発生するなど、備蓄分だけでは食料等が不足するおそ

れがあることから、家庭や事業所、行政機関における備蓄に加え、官民が連携して避難所等に食料等

の支援物資を円滑に供給できる体制を整えていく。

○家庭や事業所における備蓄の促進

・大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止、商業店舗の被災による休業のほか、

物資が十分に供給されるまで一定の時間を必要とすることにより、発災直後は食料・飲料水等が不足

するおそれがあることから、家庭や事業所において備蓄を行っていく。

○備蓄の充実・確保

・大規模災害時、電気やガス、水道などのライフラインの停止や、多くの住宅が損壊することにより

指定避難所の収容定員を大きく超える避難者が発生するなど、備蓄が不足するおそれがあることから、

避難所等における需要に応じた備蓄を確保していく。

2-2 避難所の被災や大量の避難者発生等による避難場所の絶対的不足及び支援機

能の麻痺

○災害ボランティアとの連携

・大規模災害時、膨大な量の災害関連業務の発生等により、行政だけでは被災者支援に対応できない
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おそれがあることから、ボランティアとの連携体制を整えていく。

○避難所の体制整備

・大規模災害時、避難所の被災や大量の避難者発生等により、避難所の開設や運営が困難となるおそ

れがあることから、発災後、被災者が速やかに避難し安心して生活できるよう、平時から体制を整備

していく。

○水道企業団との連携体制の整備

・大規模災害時、水道施設の被害の発生により、飲料水の供給が長期間停止するおそれがあることか

ら、大津菊陽水道企業団との連携により安定した水の供給を確保していく。

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】

○防災拠点の整備【再掲】

○要配慮者対策の推進【再掲】

○地域コミュニティの維持【再掲】

2-3 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

○孤立集落の発生防止に向けた道路整備

・大規模災害時、道路寸断により孤立集落が発生するおそれがあるため、県内各地域や集落間を結ぶ

道路の確保が必要である。

○適切な森林整備の推進【再掲】 

○家庭や事業所における備蓄の促進【再掲】

○備蓄の充実・確保【再掲】

○自主防災組織の活動の強化【再掲】

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

2-4 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足、

支援ルートの途絶による救助・救急活動の麻痺

○救助・救急ルートの確保に向けた道路整備

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急活動が停滞するおそれがあるため、本町

と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】

○自主防災組織の活動の強化【再掲】

○防災拠点の整備【再掲】

2-5 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】 

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能

の麻痺 
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○医療救護活動の体制整備

・大規模災害時、多数の負傷者の発生により応急処置等に対応できないおそれがあることから、救護

所等で活動する医療従事者を確保していく。

○医療活動の支援ルートの確保に向けた道路整備

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により医療活動の支援が停滞するおそれがあるため、本町

と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

○警察・消防の災害対処能力の強化

・大規模災害時、救助・救急、消火活動の遅れにより多数の死傷者が発生するおそれがあることから、

迅速・的確に救助・救急活動及び消火活動を実施するため、災害時の対処能力を強化していく。

○家庭・事業所における災害対策【再掲】

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

○感染症の発生・まん延防止

・大規模災害時、浸水被害等により、感染症の発生・まん延のおそれがあることから、平時から感染

症予防体制を構築していく。

○健康・衛生に関する体制整備

・衛生面の悪化や避難生活の長期化等により、食中毒や感染症等の発生、避難者の健康悪化のおそれ

があることから、健康面への対処に向けた体制整備を図っていく。

○下水道ＢＣＰの充実

・大規模災害時、下水道施設の被災による衛生面の悪化により疫病・感染症等が大規模に発生するお

それがあるため、災害時の下水道処理機能の確保及び早期回復を図ることができる体制を平時から構

築していく。

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

町民 1人当たりの公園面積 ㎡ 8.9 10 

人口 1万人当たりの出火件数 件/年 1.7 0.4 

特定健康診査受診率 ％ 43 60 

３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する。

3-1 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

○交通安全施設の耐震化等 

・大規模災害時、信号機等の交通安全施設の倒壊等に伴う信号機の全面停止等により、重大交通事故

が多発し死傷者が発生するおそれがあることから、交通安全施設等の耐震化など、関係機関と共同の

対策を図っていく。

3-2 行政機関の職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

○行政機能の維持 
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・行政機関の機能不全は、応急・復旧・復興対策の円滑な実施に直接的に影響することから、いかな

る大規模自然災害発生時においても、必要な機能を維持していく。

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

・行政機関の職員や施設等の被災により、防災上の必要な情報が十分に伝達されず、避難行動の遅れ

が生じるおそれがあることから、住民へ確実に情報の周知・伝達するための体制強化及び機器を整備

していく。

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

他市町村との連携により相互利用できるサービスの

数 
件 5 10 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する。

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止  

○迅速な避難のための体制整備等【再掲】 

○通信手段の機能強化【再掲】 

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】 

4-2 郵便事業の長期停止による種々の重要な郵便物が送達できない事態  

○郵便事業の継続に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により郵便事業が停止するおそれがあるため、町内外各地

域を結ぶ道路網の確保など、関係機関と共同の対策を図っていく。 

4-3 テレビ･ラジオ放送の中断等により情報が伝達できない事態  

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】 

○通信手段の機能強化 

・大規模災害時、通信施設が被災し、県と国・市町村等の防災関係機関との通信が途絶するおそれが

あることから、代替手段を含め通信を確保する体制を整備していく。 

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

町行政へ意見や要望が反映されていると感じる町民

の割合 
％ 39.4 40 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）

を機能不全に陥らせない。

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低下  
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○物資輸送ルートの確保に向けた道路整備【再掲】 

○金融機関や商工団体等との連携 

・大規模災害時、工場や製造設備の破損等による直接被害や、風評等による間接被害により、被災中

小企業の資金繰りが悪化し、倒産するおそれがあることから、金融支援及び経営支援が円滑に実施さ

れるよう、平時から対策を想定していく。 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止  

○エネルギー供給に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給が停

止するおそれがあるため、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ

道路網を確保していく。 

5-3 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

○特定事業者及び防災関係機関との連携等 

・大規模災害に伴う産業施設の損壊が、火炎や煙の発生、有害物質等の流出をもたらし、周辺村民や

経済活動等に甚大な影響を及ぼすおそれがあることから、災害発生時に的確かつ迅速な対応を行う体

制の確保など、関係機関と共同の対策を図っていく。 

5-4 農地や農業用施設等の大規模な被災による農林水産業の競争力の低下 

○水源の確保【再掲】 

○災害時の集出荷体制の構築 

・大規模災害時、農道・林道等の被災により、農作物や木材、特用林産物の出荷等が停止するおそれ

があるため、施設等の機能が停止した場合の出荷体制を確保していく。 

○農地・農業用施設の保全

・地震や豪雨等により農地や農業用施設が被災することで、生産力が大きく低下するおそれがあるこ

とから、農地や農業用施設の被害の防止又は軽減を図っていく。 

5-5 基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止 

○交通ネットワークの確保に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により交通ネットワークの一部が停止するおそれがあるた

め、本町と他市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。

5-6 金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生する事態  

○金融機関や商工団体等との連携 

・大規模災害時、金融サービス等の機能停止により、被災中小企業の資金繰りが悪化し、倒産するお

それがあることから、金融支援及び経営支援が円滑に実施されるよう、平時から対策（事業者におけ

る BCP 策定など）を想定するなど、関係機関と共同の対策を図っていく。 



52

5-7 食料等の安定供給の停滞  

○物資輸送ルートの確保に向けた道路整備【再掲】

○水道施設の耐震化等【再掲】

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】

○家庭や事業所における備蓄の促進【再掲】

○備蓄の充実・確保【再掲】 

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

白川中流域水田湛水事業の推定かん養量 万㎡ 1774 2100 

６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、

ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これら

の早期復旧を図る。

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LP ガスサプライチ

ェーンの機能の停止  

○防災拠点等への電力の早期復旧に向けた連携強化 

・大規模災害時、電力供給が途絶することで、防災拠点や避難所の機能を維持できないおそれがある

ことから、電力事業者との大規模災害を想定した連携体制の構築など、関係機関と共同の対策を図っ

ていく。 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止  

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止  

○下水道施設等の耐震等 

・大規模災害時、下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能が停止するおそれがあるこ

とから、下水道施設の耐震化等を促進していく。 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態  

○地域交通ネットワークの確保に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路寸断により地域交通ネットワークが分断されるおそれがあるため、町内各地域

や集落間を結ぶ道路を確保していく。

6-5 異常渇水や地震等による地下水の変化等による用水の供給の途絶  

○地下水人口涵養の推進

・下水道施設等の被災により、長期にわたり下水処理機能が停止するおそれがあることから、雨水浸



53

透桝の設置等により地下水の人工涵養を推進していく。

○水源の確保【再掲】 

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

白川中流域水田湛水事業の推定かん養量 万㎡ 1774 2100 

下水道による雨水対策整備率 ％ 67.8 73.3 

７ 制御不能な二次災害を発生させない。

7-1 市街地での大規模火災の発生  

○住宅密集地における火災の拡大防止【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

○空き家対策【再掲】 

○防災拠点の整備【再掲】 

○警察・消防の災害対処能力の強化【再掲】 

○出火・延焼の抑制【再掲】 

7-2 沿線･沿道の建築物等倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

○住宅の耐震化【再掲】

○空き家対策【再掲】 

7-3 ため池、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生  

○道路防災施設の維持管理・更新

・大規模災害時の落石防護柵等の道路防災施設の損壊等による二次災害により、人的被害が拡大する

おそれがあるため、道路防災施設の安全性を確保していく。 

7-4 有害物質の大規模拡散･流出  

○有害物質の流出対策等

・大規模災害時、有害物質の大規模拡散・流出等により、環境に悪影響を及ぼすおそれがあることか

ら、平時から有害物質に係る情報共有や関係機関との連携を図っていく。 

7-5 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

○適切な森林整備の推進【再掲】

○中山間地域の振興 

・農地・森林等の荒廃による被害拡大を防ぐため、国土保全や美しい景観の維持、水源かん養等の環

境保全など多面的かつ公益的な機能を有する中山間地域の維持・活性化を図っていく。 
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7-6 火山噴火による地域社会への甚大な影響  

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

○家庭・事業所における災害対策【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

7-7 風評被害等による地域経済等への甚大な影響  

○防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達【再掲】

・断片的な情報や虚偽の情報の拡散により、風評被害の拡大が懸念されることから、正確な情報伝達

ができるよう、情報の収集や発信体制をあらかじめ構築していく。 

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

町民 1人当たりの公園面積 ㎡ 8.9 10 

人口 1万人当たりの出火件数 件/年 1.7 0.4 

市街化区域の宅地化率 ％ 87.5 90 

認知症サポーター養成者数 人/年 788 950 

農地の集積率 ％ 63.8 70 

８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復

できる条件を整備する。

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事

態 

○災害廃棄物処理体制等の構築 

・大規模災害時に大量に発生する災害廃棄物の処理や損壊家屋の撤去等の停滞により、復旧・復興が

大幅に遅れるおそれがあることから、あらかじめ災害時の廃棄物処理や損壊家屋の撤去に備える。 

8-2 復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し

た技術者、ボランティア等）の不足により復旧･復興が大幅に遅れる事態  

○災害ボランティアとの連携【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

8-3 被災者の生活再建が大幅に遅れる事態 

○災害ボランティアとの連携【再掲】

○金融機関や商工団体等との連携【再掲】 

8-4 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事
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態  

○地域コミュニティの維持【再掲】 

○消防団における人員、資機材の整備促進【再掲】 

○自主防災組織の活動の強化【再掲】 

○自主防犯・防災組織等のコミュニティ力の強化 

・大規模災害時、住民同士の交流等が希薄な地域のコミュニティの崩壊が懸念されることから、自主

防犯・防災組織等の地域コミュニティ力の強化を図っていく。 

8-5 道路や鉄道等の基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態  

○迅速な復旧・復興に向けた道路整備 

・大規模災害時、道路の寸断や渋滞の発生により復旧・復興が停滞するおそれがあるため、本町と他

市町村を結ぶ道路ネットワークの充実・強化、町内各地域を結ぶ道路網を確保していく。 

○水道施設の耐震化等【再掲】 

○民間企業・他都道府県・国等と連携した食料等の供給体制の整備【再掲】 

8-6 広域地盤沈下等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復旧･復興が

大幅に遅れる事態  

○浸水対策、流域減災対策 

・大規模災害時の広域地盤沈下や堤防の倒壊等による浸水被害の発生により、復旧・復興が大幅に遅

れるおそれがあるため、浸水を防止する対策を図っていく。 

【主な重要業績指標】

指標名 単位 現状値 目標値（R7）

自主防災組織率 ％ 84.6 100 

防災士資格取得者数 人 74 130 

町行政へ意見や要望が反映されていると感じる町民

の割合 
％ 39.4 40 

人口千人当たりの犯罪認知件数 件/年 5.8 3.9 

生活サポートセンター相談件数 件/年 110 143 

ふれあいサロンの設置数 件 28 31 

審議会等への女性の登用割合 % 21.5 24 
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第３節 プログラムの重点化

限られた資源で効率的かつ効果的に取組を推進するため、施策の重点化を図

りながら進める必要がある。本計画では、リスクシナリオの中から、影響の大

きさ、緊急度、本町の役割などの観点から、次のとおり 24 のリスクシナリオを

選定し、関連するプログラムの重点化を図りながら取組を推進する。 

起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる。

1-1 大規模地震等による建物・交通施設等の複

合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災によ

る死傷者の発生 

○菊陽杉並木公園拡張整備事業(防災公園・避

難拠点（総合体育館）の整備) 

○消防施設及び資機材の整備・充実 

○消防水利の確保と適正配置 

○校舎の大規模改修（菊陽南小学校、菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校、武蔵ヶ丘中学校）

○体育館の大規模改修（トイレ改修（菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校）、空調設備整備

（菊陽中学校を除く全ての学校）他） 

○総合体育館の整備 

○スポーツ施設の整備 

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○南方地区狭あい道路整備 

○曲手地区狭あい道路整備 

○菊陽第二土地区画整理事業地内公園整備事業

○市街化区域内の用途地域の見直し 

○久保田台地の開発構想 

○菊陽町道路附属物点検 

○菊陽町道路土工・構造物点検 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

○南方大人足線道路改良事業 

○JR 原水駅及び JR 新駅周辺の市街地整備 

○住宅及び建築物耐震診断・改修等事業 

 （住宅・建築物安全ストック形成事業） 

○危険ブロック塀等安全確保支援事業 

○避難所における感染予防対策の充実 

○個別避難計画の作成 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 

1-2 大規模地震等による不特定多数が集まる施

設の倒壊・火災による死傷者の発生 

○消防施設及び資機材の整備・充実 

○消防水利の確保と適正配置 

○避難所における感染予防対策の充実 

○個別避難計画の作成 

1-3 台風や集中豪雨等の大規模風水害等による

広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の

発生 

○菊陽杉並木公園拡張整備事業(防災公園・避

難拠点（総合体育館）の整備) 

○校舎の大規模改修（菊陽南小学校、菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校、武蔵ヶ丘中学校）

○体育館の大規模改修（トイレ改修（菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校）、空調設備整備

（菊陽中学校を除く全ての学校）他） 

○総合体育館の整備 

○花立地区、武蔵ヶ丘北地区の雨水排水施設の

機能拡充 

○雨水調整池の浸透機能の維持 

○避難所における感染予防対策の充実 

○個別避難計画の作成 

○白川河道改修等（県） 

1-4 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等

による多数の死傷者の発生のみならず、後年度に

わたり脆弱性が高まる事態 

○避難所における感染予防対策の充実 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等

で多数の死傷者の発生
○個別避難計画の作成 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それ

がなされない場合の必要な対応を含む）。 
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物

資供給の長期停止

○給食調理場の改築・改修・機能強化（菊陽北

小学校、菊陽南小学校、武蔵ヶ丘小学校、武

蔵ヶ丘北小学校） 

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○避難所における感染予防対策の充実 

○老人福祉センター改修事業 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 

2-2 避難所の被災や大量の避難者発生等による

避難場所の絶対的不足及び支援機能の麻痺

○菊陽杉並木公園拡張整備事業(防災公園・避

難拠点（総合体育館）の整備) 

○校舎の大規模改修（菊陽南小学校、菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校、武蔵ヶ丘中学校）

○体育館の大規模改修（トイレ改修（菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校）、空調設備整備

（菊陽中学校を除く全ての学校）他） 

○総合体育館の整備 

○スポーツ施設の整備 

○北部町民センター（仮称）整備の検討 

○個別避難計画の作成 

○老人福祉センター改修事業 

2-3 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発

生

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○国道 443 号整備（県） 

2-4 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による

救助･救急活動等の絶対的不足、支援ルートの途絶

による救助・救急活動の麻痺

○菊陽杉並木公園拡張整備事業(防災公園・避

難拠点（総合体育館）の整備) 

○消防施設及び資機材の整備・充実 

○消防水利の確保と適正配置 

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 

2-5 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供

給の長期途絶

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○国道 443 号整備（県） 

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支

援ルートの途絶による医療機能の麻痺

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○国道 443 号整備（県） 

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

○マンホールトイレの整備 

○避難所における感染予防対策の充実 

○老人福祉センター改修事業 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する。 

4-2 郵便事業の長期停止による種々の重要

な郵便物が送達できない事態

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○国道 443 号整備（県） 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機

能不全に陥らせない。 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生

産力低下による競争力の低下

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必

要なエネルギー供給の停止

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 

5-4 農地や農業用施設等の大規模な被災による

農林水産業の競争力の低下

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○新町井手改修事業 

○南方井手改修事業 

○湛水防除機能診断事業 

○水利施設等保全高度化事業（白水地区）

（県） 

○ため池整備事業（馬場楠井手）（県） 

5-5 基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停 ○菊陽空港線の延伸 
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

止 ○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 

5-7 食料等の安定供給の停滞

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○国道 443 号整備（県） 

６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復

旧を図る。 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

○花立地区、武蔵ヶ丘北地区の雨水排水施設の

機能拡充 

○雨水調整池の浸透機能の維持 
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

○集落内開発区域、工業団地等の汚水未整備地

区の整備促進 

○公共下水道、農業集落排水施設の機能維持の

ための適切な管理 

○下水道の整備（汚水・雨水） 

○菊陽町下水道ストックマネジメント計画によ

る下水道施設の長寿命化 

○下水道総合地震対策計画による施設の耐震化

○下水道施設台帳、設備台帳のデジタル化 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○菊陽町橋梁定期点検 

○菊陽町橋梁長寿命化計画策定 

○下戸橋補修事業 

○菊陽町管内舗装維持管理計画策定 

○光の森駅前横断歩道橋の整備 

○狭あい道路の解消 

○三里木・原水駅間の新駅設置 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 

７ 制御不能な二次災害を発生させない。

7-1 市街地での大規模火災の発生 

○菊陽杉並木公園拡張整備事業(防災公園・避

難拠点（総合体育館）の整備) 

○消防施設及び資機材の整備・充実 

○消防水利の確保と適正配置 

○校舎の大規模改修（菊陽南小学校、菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校、武蔵ヶ丘中学校）
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起きてはならない最悪の事態 

（リスクシナリオ） 
プログラム（施策） 

○体育館の大規模改修（トイレ改修（菊陽西小

学校、武蔵ヶ丘北小学校）、空調設備整備

（菊陽中学校を除く全ての学校）他） 

○総合体育館の整備 

○スポーツ施設の整備 

○菊陽第二土地区画整理事業地内公園整備事業

○市街化区域内の用途地域の見直し 

○久保田台地の開発構想 

○JR 原水駅及び JR 新駅周辺の市街地整備 

○狭あい道路の解消 

7-5 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

○農業生産基盤施設の長寿命化及び防災・減災

対策 

○新町井手改修事業 

○南方井手改修事業 

○湛水防除機能診断事業 

○水利施設等保全高度化事業（白水地区）

（県） 

○ため池整備事業（馬場楠井手）（県） 

８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる

条件を整備する。 

8-4 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等によ

り復旧・復興が大幅に遅れる事態 

○北部町民センター（仮称）整備の検討 

○老人福祉センター改修事業 

8-5 道路や鉄道等の基幹インフラの損壊に

より復旧･復興が大幅に遅れる事態

○菊陽空港線の延伸 

○杉並木公園線の延伸 

○下原堀川線の延伸 

○川久保南方線道路改良事業 

○南方線道路改良事業 

○西部地区幹線道路整備事業 

○鉄砲小路踏切拡幅事業 

○大原踏切拡幅事業 

○南方大人足線道路改良事業 

○三里木・原水駅間の新駅設置 

○県道大津植木線拡張事業（県） 

○国道 443 号整備（県） 
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第７章 第７章 計画の推進と見直し

第１節 計画の推進体制

本町の強靭化に向けた取組にあたっては、全庁横断的な体制のもとで、全庁一

丸となって推進していく必要がある。

また、国、熊本県、関係団体、民間事業者、住民などとの連携・協力を進める

ことが非常に重要となることから、平時から様々な取り組みを通じた関係構築を

進めるとともに、効果的な施策の実施に努めることとする。

第２節 進捗管理

本計画に基づく取組を確実に推進するため、関連事業などの進捗状況を毎年度

把握していくものとする。進捗状況の把握にあたっては、菊陽町総合計画など関

連計画で行う事業評価（進捗管理）とも連携して実施する。

また、関連事業の進捗状況や各種取組結果などを踏まえ、所管部局が中心とな

り、各種取組の見直しや改善、必要となる予算の確保などを行いながら進める。

更に、本町だけでは対応できない事項については、国・熊本県・関係機関などへ

の働きかけなどを通じ、事業の推進を図っていくものとする。

第３節 計画の見直し

本計画については、今後の社会情勢の変化、国や熊本県などの強靭化に関する

施策の取組状況や本町の施策の進捗状況などを考慮しつつ、計画期間中であって

も必要に応じ見直しを行うものとする。

また、毎年度、菊陽町総合計画など他計画とも連携しながら進捗管理を行うも

のとする。

なお、本計画は、他の分野別計画における国土強靭化に関する指針として位置

付けているものであることから、国土強靭化に関係する他の計画については、そ

れぞれ計画の見直し及び修正等の時期に合せて必要となる検討を行い、本計画と

整合を図るものとする。
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第８章 資料編（プログラム（施策）及び強靭化施策分野（個別分野））

１ プログラム（施策）の強靭化施策分野（個別分野）一覧

プログラム 

（施策） 

関連する強靭化施策分野 
防災・消

防・防犯等

教育・文化 生活基盤 健康・福祉 経済・情報 自然・環境 

菊陽杉並木公園拡

張整備事業(防災

公園・避難拠点（総

合体育館）の整備)

○      

防災センターの整

備 
○      

光の森防災広場の

活用 
○      

災害時要援護者避

難支援計画に基づ

く支援体制の確立

○      

消防団員確保と組

織力の強化 
○      

消防施設及び資機

材の整備・充実 
○      

消防水利の確保と

適正配置 
○      

総合防災マップの

作成・配布 
○      

Web 版防災マップ

の作成 
○      

防災行政無線の活

用 
○      

熊本県防災情報メ

ール登録促進 
○      

きくよう安心メー

ルの登録促進、配

信 

○      

Yahoo!防災速報の

登録促進、配信 
○      

LINE の登録促進、

配信 
○      

防災情報システム

の活用 
○      

備蓄・災害用資機

材の確保 
○      

救援物資、人的支

援の受入体制の強

化 

○      

避難所機能の強化

（地区公民館を含

む） 

○      

福祉避難所の確

保、運営強化 
○      

マンホールトイレ

の整備 
○      

感染症対策をした

避難所の開設 
○

菊池広域連合等に

よる広域行政の推

進 

○      

熊本連携中枢都市

圏による広域行政

の推進 

○      

自家発電設備の維

持管理 
○      

民間企業との協定 ○      
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プログラム 

（施策） 

関連する強靭化施策分野 
防災・消

防・防犯等

教育・文化 生活基盤 健康・福祉 経済・情報 自然・環境 

締結 

耐震性貯水槽の管

理 
○      

災害時相互応援協

定の締結 
○      

自主防災組織、防

災士の育成 
○      

大津警察署や防犯

協会との連携強化
○      

防犯灯・防犯カメ

ラの整備推進 
○      

防犯セーフティパ

トロール隊による

防犯活動の推進 

○      

各地区の自主防犯

パトロール隊の育

成 

○      

消火器や自動体外

式除細動器（AED）

を使用するための

講習会や訓練の促

進 

 ○     

校舎の大規模改修

（菊陽南小学校、

菊陽西小学校、武

蔵ヶ丘北小学校、

武蔵ヶ丘中学校）

 ○     

体育館の大規模改

修（トイレ改修（菊

陽西小学校、武蔵

ヶ丘北小学校）、空

調設備整備（菊陽

中学校を除く全て

の学校）他） 

 ○     

総合体育館の整備  ○     

スポーツ施設の整

備 
 ○     

給食調理場の改

築・改修・機能強化

（菊陽北小学校、

菊陽南小学校、武

蔵ヶ丘小学校、武

蔵ヶ丘北小学校）

 ○     

防災教育・防災研

修の実施 
 ○     

ボランティア講座

などの開催 
 ○     

ボランティア意識

の啓発 
 ○     

社会参加活動の支

援 
 ○     

菊陽空港線の延伸   ○    

杉並木公園線の延

伸 
  ○    

下原堀川線の延伸   ○    

南方地区狭あい道

路整備 
  ○    

曲手地区狭あい道

路整備 
  ○    

菊陽第二土地区画

整理事業地内公園

整備事業 

  ○    

各地区との公園管

理委託 
  ○    
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プログラム 

（施策） 

関連する強靭化施策分野 
防災・消

防・防犯等

教育・文化 生活基盤 健康・福祉 経済・情報 自然・環境 

市街化区域内の用

途地域の見直し 
  ○    

（仮称）光の森多

目的広場の活用 
  ○    

久保田台地の開発

構想 
  ○    

菊陽町道路附属物

点検 
  ○    

菊陽町道路土工・

構造物点検 
  ○    

川久保南方線道路

改良事業 
  ○    

南方線道路改良事

業 
  ○    

西部地区幹線道路

整備事業 
  ○    

鉄砲小路踏切拡幅

事業 
  ○    

大原踏切拡幅事業   ○    

南方大人足線道路

改良事業 
  ○    

JR 原水駅及び JR

新駅周辺の市街地

整備 

  ○    

住宅及び建築物耐

震診断・改修等事

業（住宅・建築物安

全ストック形成事

業） 

  ○    

危険ブロック塀等

安全確保支援事業
  ○    

花立地区、武蔵ヶ

丘北地区の雨水排

水施設の機能拡充

  ○    

雨水調整池の浸透

機能の維持 
  ○    

菊陽町橋梁定期点

検 
  ○    

菊陽町橋梁長寿命

化計画策定 
  ○    

下戸橋補修事業   ○    

菊陽町管内舗装維

持管理計画策定 
  ○    

水道施設の計画的

整備の支援 
  ○    

非常時の給水体制

の確保 
  ○    

集落内開発区域、

工業団地等の汚水

未整備地区の整備

促進 

  ○    

公共下水道、農業

集落排水施設の機

能維持のための適

切な管理 

  ○    

下水道の整備（汚

水・雨水） 
  ○    

菊陽町下水道スト

ックマネジメント

計画による下水道

施設の長寿命化 

  ○    

下水道総合地震対

策計画による施設

の耐震化 

  ○    
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プログラム 

（施策） 

関連する強靭化施策分野 
防災・消

防・防犯等

教育・文化 生活基盤 健康・福祉 経済・情報 自然・環境 

下水道施設台帳、

設備台帳のデジタ

ル化 

  ○    

光の森駅前横断歩

道橋の整備 
  ○    

狭あい道路の解消   ○    

農業生産基盤施設

の長寿命化及び防

災・減災対策 

  ○    

新町井手改修事業   ○    

南方井手改修事業   ○    

湛水防除機能診断

事業 
  ○    

災害廃棄物の処理

の仕方などの普及

啓発・広報 

  ○    

災害廃棄物に関す

る応援協定の締結
  ○    

災害時におけるし

尿及び浄化槽汚泥

の収集運搬等の支

援協定の締結 

  ○    

町営住宅空き家の

提供の支援 
  ○    

わがまちづくり支

援事業の推進 
  ○    

北部町民センター

（仮称）整備の検

討 

  ○    

地区公民館の施設

整備の支援 
  ○    

わがまちづくり支

援事業補助金の交

付 

  ○    

地区公民館建設用

地の貸付 
  ○    

地区公民館整備費

補助の交付 
  ○    

三里木・原水駅間

の新駅設置 
  ○    

道路工事に併せ

た、老朽化マンホ

ール蓋の取替、公

共桝の民地内移設

  ○    

民生委員児童委員

活動の充実 
   ○   

地域包括支援セン

ター体制の充実 
   ○   

在宅介護支援体制

の充実 
   ○   

認知症高齢者支援

体制の充実 
   ○   

応急医療活動実施

に向けた医療機関

との連絡調整体制

の充実 

○  

被災者の健康管理

体制の充実 
○ 

避難所における感

染予防対策の充実
○ 

個別避難計画の作

成 
○ 

社会福祉協議会へ

の支援強化と連携
○ 
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プログラム 

（施策） 

関連する強靭化施策分野 
防災・消

防・防犯等

教育・文化 生活基盤 健康・福祉 経済・情報 自然・環境 

新たな感染症の発

生に備えた体制整

備と関係機関との

連携強化 

○ 

感染症対策のため

の正しい情報・知

識の普及啓発、予

防接種の推進 

○ 

地域福祉に関する

ボランティアの育

成 

○ 

地域福祉や地域課

題に関する対話の

場づくりのための

重層的支援体制の

構築 

○ 

高齢者見守りネッ

トワークの構築 
○ 

地域づくりの柱と

なる地域コミュニ

ティ活動の支援 

○ 

地域女性の会への

支援 
○ 

住民自治の推進と

自治活動への支援
○ 

地域公民館活動の

支援 
○ 

行政区運営補助金

の交付 
○ 

老人福祉センター

改修事業 
○ 

住居表示の実施     ○  

住まいに関する相

談と情報の提供 
○ 

行政情報の提供や

窓口業務の多言語

対応 

○ 

窓口への翻訳機の

設置 
○ 

情報発信体制の強

化 
○ 

地域活動における

女性の参画拡大 
○ 

地域防災における

女性の参画拡大 
○ 

放送施設等設置助

成金の交付 
○ 

雨水浸透ますなど

の施設設置による

地下水かん養の推

進 

○ 

優良農地の確保・

保全 
○ 

県道大津植木線拡

張事業（県） 
○ 

国道 443 号整備

（県） 
○ 

白川河道改修等

（県） 
○ 

水利施設等保全高

度化事業（白水地

区）（県） 

○ 

ため池整備事業

（馬場楠井手）
○ 
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プログラム 

（施策） 

関連する強靭化施策分野 
防災・消

防・防犯等

教育・文化 生活基盤 健康・福祉 経済・情報 自然・環境 

（県） 


